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「三田学会雑誌」94卷 4号 （2002年 1 月）

労働市場の順位:均衡モデルにおける 

選択順位指標の測定

—— 労働供給確率関数の識別のために——

1 問題の所在

筆者はかつて，小 尾 •宫 内 （1998)，K E O  

研 究 会 (1992),小尾•中島•宮 内 (1989) 等で 

示された，労働市場の順位均衡モデルを構成 

する変数であるところの「労働の選択順位指 

標」を測定し，この測定値を労働供給確率関 

数の推定およびモデルのテスト，予測のため 

に用いてきた。「労働の選択順位指標」は労 

働市場の順位均衡モデルを構成する中核的な 

概念で，市場において直接に観測される人員 

単位の雇用量は，「労働の選択順位指標」お 

よび労働供給確率関数と不可分な形で記述さ 

れる。このため，労働供給確率関数の識別の 

ためには，「労働の選択順位指標」の測定が 

実験計画上最も重要な作業と位置づけられる。 

しかしながら，上記のいずれの文献において 

も紙幅の制約もあり，「労働の選択順位指標」 

の測定について充分な記述を行うことが出来 

ないでいた。本稿の目的は上記文献のこうし 

た不足を補い，「労働の選択順位指標」の測

宮 内 環

定の意義と測定結果について報告することを 

目的としている。

労働市場の順位均衡モデルの意義とその理 

論構成は小尾（1978) において初めて示され 

た。労働市場の順位均衡モデルでは，労働の 

供給量および需要量は人員単位で定義され， 

超過供給としての分析的失業量を示している。 

言うまでもなく，労働供給量のスケジュール 

は，時間当たり実質賃金率の関数として叙述 

される。この時，労働供給量の水準は，ある 

一定の時間当たり実質賃金率の水準のもとで 

定義される。他方，労働需要のスケジュール 

は時間当たり実質賃金率の関数として叙述さ 

れ，労働需要量の水準は，同様に，ある一定 

の時間当たり実質賃金率の水準のもとで定義 

される。失業量は，分析的には，労働の供給 

量と需要量の差として定義されるから，労働 

の超過供給量として定義された失業量の大き 

さを暖昧さなく不すには，ある時間当たり実 

質賃金率の水準を指定しなくてはならない。

さて，性，年齢，学歴，職歴等の労働の属 

性をコントロールしてもなお企業規模別の賃

219 ( 783)



金較差がランダムにではなく系統的に発生し 

ていることは，我々の経験するところである。 

このように系統的賃金較差が存在する労•働市 

場において，超過供給量としての「分析的失 

業量」を観測値に対応させようとすると，こ 

の 「分析的失業量」が官庁により報告される 

「統計的失業量」 とどのような問係になって 

いるかを明らかにする必要に迫られることに 

なる。なぜならば，「統計的失業量」 とは探 

職活動をしている無業者の人員数を積算して 

得られるのだが，労働の属性を一定としても 

市場には著しい賃金較差があるので，探職活 

動をしている無業者が，いったいどの水準の 

賃金率の雇用機会を求めているかが，必ずし 

も自明ではないからである。

賃金較差がある場合においても， もし

1 . 実際に雇用されている就業者の賃金分 

布が与えられ，探職活動をしている無 

業者の求めている雇用機会の賃金分布 

が，実際に雇用されている就業者の賃 

金分布に等しい。

2 . 賃金分布における各賃金水準の雇用機 

会への人員単位の供給量および当該雇 

用機会の需要量が既知である。

という2 つの条件が満たされれば，各賃金水 

準における超過供給量を積算したものが「統 

計的失業量」，すなわち探職活動をしている 

無業者の人員数の合計に一致することになる。 

もし，上記項目1 の条件が満たされなくとも， 

項目2 の条件が満足されれば賃金分布の各賃 

金水準における労働の超過供給量を積算する

ことによって労働市場全体について集計され 

た r分析的失業量」を知ることができよう。

しかし，ここにおいて問題となるのが，賃 

金分布における各賃金水準の雇用機会への人 

員単位の供給量をい か に して知ることができ 

るか，である。ある賃金水準の雇用機会の需 

要量は， まさに当該雇用機会に雇用されてい 

る就業者数の観測値に一致していると理解し 

てよい。他方，当該の雇用機会への供給量は， 

労働の超過供給があるとすればその雇用機会 

の就業者数の観測値とは明らかに異なるので 

ある。この点は，Kevnes (1936) の

「古典派の雇用理論は単純かつ明白なも 

のと思われているが，私の考えでは，実際 

には議論こそ行われていないけれども，次

なわち，

( I ) 賃金は労働の [価値]限界生産物 

に等しい。（中略）

(II) 一■定の労働量が雇用されている場 

合，賃金の効用はその雇用量の限界不効用 

(marginal disutility)に等しい。（中略）

古典派理論によれば，（中略）第一公準 

は雇用に対する需要表を与え，第二公準は 

その供給表を与え，雇用量は限界生産物の 

効用が限界雇用の不効用と均衡する点にお 

いて決定される。（中略）

現行の貨幣賃金を賃金財で測った値は， 

労働の限界不効用の正確な指標ではなくな 

り，第二公準は妥当しないことになる。」

( J .M .ケインズ著塩野谷裕ー訳『雇用•利子お
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よび貨幣の一般理論』ケインズ全集7，東洋経 

済新報社，1983年，第2章 p. 5 〜10より抜粋）

という主張と軌を一■にする。

以上の議論により明らかなように，労働の 

超過供給量として定義される「分析的失業」 

の測定，予測を可能ならしめるためには

1 . 様々な水準の賃金の就業機会に， どれ 

だけの規模の雇用量が発生するかを示 

す，賃金分布の発生およびその変動の 

機構を明らかにする 

2 . 様々な水準の賃金の就業機会への労働 

供給スケジュールを明らかにする

ことが要請される。小 尾 （1983)，Obi (1983) 

は労働市場における賃金較差の発生機構に関 

する自律度の高いモデルを示すことにより， 

賃金較差の存在するもとでの労働供給確率方 

程式および分析的失業の測定を可能とする図 

式を示した。

ここで労働の供給確率とは，ある賃金率を 

もつ雇用機会への潜在的供給主体の人員数に 

対する当該機会へ実際に就業を決意する人員 

数の比率と理解してよい。賃金較差の存在す 

る労働市場において，労働の供給確率関数を 

測定しようとする場合には，つぎの点が問題 

となる。異なる水準の賃金率が成立している 

労働市場のもとで，ある一定の賃金水準の雇 

用機会に実際に雇用されている就業者数と，

その水準の賃金率の雇用機会への労働の供給 

確率との対応がつけられなければならない。 

一定の賃金水準の雇用機会への直接に観測で

きる就業者数は，当該雇用機会における需要 

量に対広づけられると考えられるか，一■方， 

賃金率を統御しての雇用の供給確率は労働の 

供給の側面のみに係わるものである。小尾 

(1983)，Obi (1983) は労働市場の順位均衡モ 

デルにおいて，この問題についての間接的な 

解決を与えたのであるが，本稿では，この問 

題に対して直接的な方法により労働の供給確 

率方程式の識別を試みるものである。

2 直接に観測される変数， 

間接的に観測可能な変数

先 行 者 (leader)部門と続行者(follower) 

部門，および自営部門の間の賃金較差を叙述 

する労働市場の順位均衡モデルにおいては， 

諸変数が表1 のように定義されている。先行 

者部門とは，他部門よりもまっ先に高賃金を 

提示して，労働の選択順位指標の高い者を集 

めようとする企業の集合である。続行者部門 

とは，先行者部門ほど高賃金を示すことはせ 

ず，先行者部門に応募した供給主体のもつ労 

働の選択順位指標よりも，低位の選択順位指 

標を持つ供給主体に対して雇用機会を提示す 

る企業の集合である。 自営部門とは選択順位 

指標が低いために，続行者部門にも就業でき 

ずに，やむなく自営就業している供給主体の 

部門である。

L{, L f ,  Ld, U, Ui, U/, Ud が表 2 のように 

定義される時，表 1 のと表2 の諸変数の対応 

は次の式（1)〜（6 ) によって示される。
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N 潜在的な労働供給主体の人員総数

Wt 先行者部門の時間当たり実質賃金率

Wf 続行者部門の時間当たり実質賃金率

Wd 自営部門の時間当たり実質所得創出率

G 労働の選択順位指標

Ge 先行者部門の選択する労働の選択順位指標の下限値

Gf 続行者部門の選択する労働の選択順位指標の下限値

A G ) 労働の選択順位指標G の確率密度分布関数

v(G) 労働の選択順位指標G の分布関数

即ちレ(G)e /" f { x ) d x

ただしG而 は労働の選択順位指標G の最大値

雇用の労働供給確率_数

Md(^d) 自営就業の労働供給確率閨数

表 2

L e 先行者部門で雇用される雇用者数

L f 続行者部門で雇用される雇用者数

L d 自営部門での就業者数

U 非就業者総数

Ue 先行者部門における潜在的供給者（労働の選択順位指標G
がび以上の潜在的供給者）のうちの非就業者数

u f 続行者部門における潜在的供給者（労働の選択順位指標G
が Gf 以上& 以下の潜在的供給者）のうちの非就業者数

u d 自営部門における潜在的供給者（労働の選択順位指標G が

Gf 以下の潜在的供給者）のうちの非就業者数

L e= N v{G,)ne{uu) (1) U ,=N ,(G {)[l~/ue(w{)] (4)

L f =  N [y{G f)-v{G e)]^e(wf ) (2) Uf ^ N [v {G f ) -  v{Ge)][l~^%wf )] (5)

L d= N [ l - v ( G f )}fid{wd) (3) Ud^ N [ l - u ( G f )][l-iJid{wd)} (6)

( 1 ) 自営業主および家族従業者は，先行者部門の選択する労働の選択順位指標の下限値よりも高い指 

標を持つ潜在的供給主体のグループにも，続行者部門の選択する労働の選択順位指標の下限値より 

も高い指標を持つ潜在的供給主体のグループにも存在しない，と考える。これは，労働の潜在的供 

給主体の総数iVの中には，自営業主および家族従業者は続行者部門の選択する労働の選択順位指標 

の下限値よりも低い指標を持つ潜在的供給主体のグループの中にのみ存在しているということを意 

味する。すなわち，先行者部門の選択する労働の選択順位指標の下限値G よりも高い指標を持ち， 

かつ雇用の最低供給賃金率が斯よりも高く，自営就業している主体（または，続行者部門の選択 

する労働の選択順位指標の下限値G / よりも高い指標を持ち，かつ雇用の最低供給賃金率がwf より 

も高く，自営就業している主体）は雇用労働市場とは非競争的な市場に属していると考え，これら 

の主体は労働の潜在的供給主体の総数として定義したiVからは除かれていることを意味している。
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図 1 : 労働市場の順位均衡モデルの人員数とG ，ivの対応

(1)〜（6 ) 式で示される諸変数の対応が図 

1 に示される。表 1 および表2 で示される諸 

変数のうち直接に観測可能な変数はN '  we, 

t v ,，tVdj 乙ぶ，L^fj L d ，U て あ る 。他 方 ， U  

Uf, U dは直接には観測できない。

そこで，ここでは UもUf, Ud の値を推定 

することが問題となる。 Uh Uf, Ud の値を 

推 定 す る こ と は 供 給 確 率 バ 奶 )，# (⑷/)， 

の値を推定することと同値である。こ 

れは，L “ L f ,  L d が直接に観測することがで 

きるからである。このことは，次 の （7) 

~ ( 9 ) 式によって示すことができる。

バ ホ ⑴  

ル ，) = 7 ^ %  ⑵

3 U(, Uf, Ud の推定

労働の潜在的供給主体の総数iV人は，小尾 

(1969) における家計の労働供給理論で導入さ 

れた核所得者，非核所得者の概念に従って， 

つぎの2 つのグループに分けることにする。

Np 家計の核所得者の総数 

N n 家計の非核所得者の総数

Uh ひ/，ひd の推定のために， ここで，つ 

ぎの二つの仮説//!,私を設定する。

H , ：核所得者の労働の選択順位指標G の確 

率密度分布関数は，非核所得者の労働 

の選択順位指標G の確率密度分布関数 

と等しい。

H 2 ：核所得者のグループの雇用の労働供給 

確率は賃金率の水準にかかわらず一定 

である。
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表 3

直接に観測可能な変数

U 核所得者のうち先行者部門で雇用される雇用者数

Uf 核所得者のうち続行者部門で雇用される雇用者数

LS 核所得者のうちの自営部門での就業者数

U p 核所得者のうちの非就業者総数

U 非核所得者のうち先行者部門で雇用される雇用者数

L nf 非核所得者のうち続行者部門で雇用される雇用者数

L nd 非核所得者のうちの自営部門での就業者数

U n 非核所得者のうちの非就業者総数

間接的に観測可能な変数 

W  核所得者のうち先行者部門における潜在的供給者（労働の選

択順位指標G がび以上の潜在的供給者）のうちの非就業者 

数

Upf 核所得者のうち続行者部門における潜在的供給者（労働の選 

択順位指標G が 以 上 G，以下の潜在的供給者）のうちの 

非就業者数

Upd 核所得者のうち自営部門における潜在的供給者（労働の選択 

順位指標G が G，以下の潜在的供給者）のうちの非就業者数 

m  非核所得者のうち先行者部門における潜在的供給者（労働の

選択順位指標G がぴ以上の潜在的供給者）のうちの非就業 

者数

m  非核所得者のうち続行者部門における潜在的供給者（労働の

選択順位指標G が Gf 以上以下の潜在的供給者）のうち 

の非就業者数

m  非核所得者のうち自営部門における潜在的供給者（労働の選

択順位指標G が Gf 以下の潜在的供給者）のうちの非就業者 

数

パ W) 核所得者の雇用の労働供給確率関数 

Men(w) 非核所得者の雇用の労働供給確率関数 

^ { w d) 核所得者の自営就業の労働供給確率関数 

非核所得者の自営就業の労働供給確率関数

言うまでもなく，仮 説 //！は，核所得者の 

労働の選択順位指標と，非核所得者の選択順 

位指標とが独立に分布することを意味するも 

のではない。仮説は，これらの同時確率密度 

分布の周辺分布をとった時に，核所イ等者の周 

辺分布と非核所得者のそれとが互いに等しい 

ことを意味している。

労働の潜在的供給主体の総数7V人を，家

計の核所得者のグループ人と，非核所得 

者のグループ人とに分けられたことに対 

応して，表 2 に掲げられた諸変数を， 2 種類 

に分けて，核所得者を示す上添字p をつけ 

た変数と，非核所得者を示す上添字w をつ 

けた変数とに分けて，表 3 に示すように変数 

を定義しなおすことにする。

仮説 //iは，先行者部門においても，続行
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者部門においても，図 2 に示すように，企業 

の選択する労働の選択順位指標を下限値は， 

家計の核所得者と非核所得者とで互いに等し 

い， ということを意味する。従って，つぎの 

(10)か ら (12)が成立する。

{ U + U pe= N pv{Ge) L p+ U p N p 

\ u +  m = N nu(G,) U +  ひ ク 『

\L pf + Upf = N p[u(Gf ) - u ( G {) ] ^  

[ L } + U nf = N n[u(Gf ) - u ( G {)]

( 1 1 )
L pf + Upf  N p 
L nf + U} ——N n

\Ld+ Ud= Np[l — v{Gf )] ^2 +  Ud 
[L2+ Und= N n[ l - u ( G f ) ] ^  L ^+ 仍

(:L2)

N p

仮説 //2によれば，次 の （13) 式が成立す

k (13)

こで，k は，未知の定数である。

さらに，先行者部門，続行者部門， 自営部 

門の非就業者数にかんしては，それらの合計 

について次の（14)， (15)式が成立する。

m +  u pf + u p 

u n  u nf + m =  u n

(14)

(15)

(10)式 か ら （1 5 )式を連立して，つぎの

(16)式 か ら （2 1 )式を得る。

+ k)Lf— L} (20)

N n
ひ  2=  ( Un +  U + L f )  一  | ( 1  +  k){Lpe+ L pf )

(21)

さらにひ?，U pf , U l  U nf , U pd, ひ2はすべて 

正またはゼロの変数であるので， （22) から

(27 )までの不等式が成立する。

ひ?> 0  

t/?>0 

f/?>0 

U}>0 

Upd>0 

Und>0

(2 2)

(23)

(24)

(25)

(26) 

(27)

次に， （1 6 )式 と （2 2 ) 式より，ま た は （17) 

式 と （2 3 ) 式より次の（2 8 ) 式を得る。

(19) 式と 

得る。

k > 0  (28)

(24)式より，次 の （29) 式を

I#
¥ 

>1  ん (29)

(20)式 と （2 5 )式より，次 の （30) 式を 

得る。

Upe = k U  
Upf = k L pf

Upd^ U p- k { U + L } )

U i = ^ ^ - ( 1  + k ) L e ~  L i

(16)

(17)

(18)

(19)

t—HI>1A (30)

(18)式 と （2 6 ) 式より，次 の （31) 式を 

得る。
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k < Up — 
~LU Lpf - 1 (31)

定義する。

(21)式 と （2 7 )式より，次 の （32) 式を 

得る。

k< -

Un +  U + L r) 
N n

U + L pf_
NP

— 1 (32)

U

如 圣 ：- 1
N p

U L
^ N n 
■02=-^ 1

—N p 

Uf
ル

U + L pf — 1

不 等 式 （28)， （29)， (30) は未知の定数ん 

の下限界を示し，他方，不 等 式 （31)， (32) 

は未知の定数んの上限界を示している。

(29)の右辺のんの下限界を及と定義し，

(30)の右辺の/:の 下 限 界 を と 定 義 す る 。 

さらに，（3 1 ) の右辺のんの上限界をK と 

定義し， （3 2 ) の右辺のんの上限界をF2 と

佐

Un +  U + L nf 
N~n 

U + U ~  
N p

- 1

(28) ~  (31) の不等式は未知の定数んの有 

効域を与える。そして， （28)〜（31) の不等 

式によって与えられる未知定数んの領域が 

存在し，かつ充分に狭ければ， （16) 式から

( 2 ) 不等式

が成立することは，つぎの i )， 
i ) は定数。

11} ~dur>0

b ,> b 2
i i ) の二つの仮説から導き出すことができる。

U

N p
_ー "enM  1
— Mep(we) 一1

L I

玫 三 互 —1 
N p

(33)

l^en(wf )
M ep( w f ) - 1

MePは定数であるので

；̂ ( Wi) = Uep(wf )

(34)

(35)

さらに，Wt〉W fか つ -一 であるので

He\ w e)> Sie\ w f ) (36)
である。

( 3 5 )式，（3 6 )式 を （3 3 )式 （3 4 )式に適用すると，不等式及> 5 2 を得る。不等式邳>孜が成 

立するか否かが，仮説H h H2の検証の基準の一つとなる。
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(2D  式を用いて，ひ?，u pf , u i  u nf , u% m  

の値を推定し，かつその誤差の範囲を（16) 

式 か ら （2 1 )式によって知ることができる。

これらの値を用いれば，先行部門の選択順 

位指標の下限値G , を分布関数に代入した値 

u(Ge) , 同様に続行部門の選択順位指標の下 

限 値 G / を分布関数に代入した値レ(G /)， 

各々の値を求めることができる。ま ず （10) 

式左辺のひ?，ひ？の 各 々 に （16)， (19) 式の 

値を代入すると，いずれの場合にも次式を得 

る。

U ( \  + k)  
Np (37)

次に， （1 1 ) 式左辺のひタ，ひ，の各々に

(17), (20)式の値を代入すると，いずれの 

場合にも

u(G/)  — u(G{) = L{( l  + k)  
N p (38)

を得るので，こ の （3 8 )式の左辺レ( G ) に 

(37) 式を代入すれば次式のようにレ(Gf ) を 

得る。

( U + L m  + k)  
N p (39)

(37)， (39)式の右辺はすべて表3 に掲げ 

られた，直接に観測できる変数と推定された 

んのみが含まれるので，以上のようにして， 

u(G{), u(Gf ) の値を求めることができる。

更に，定数んの推定値を用いれば，核所 

得者，および非核所得者の，先行者部門，続 

行者部門，そして自営就業部門における供給 

確率 # ep(奶)， uien(we), ^ en(wf ), 

Udp( w d), /udn( w d) の値の推定値を次のように 

して得ることができる。

これら供給確率を（7)， （8)， (9) 式にな 

らって核所得者，非核所得者の別に示すと。

W/

We

Wf

U
U + W

L pf
Lpf + U pf

L I
L 2十ひS

U
n +  m

L nf
L ) + U nf

L nd
L nd+ m

(40)

(41)

(42)

(43)

(44)

(45)

(40)〜（4 5 )式の右辺分母のひ?，U pf , U l  

U l Unf, m の 各 々 に （16)〜（21) 式を代入 

し，次式を得る。

U  
L pr { l  + k)

LS
h 、Wd)= L pdH U p-k{n+L?)]

U
N n

Uen(wf )-
U L
N n

fJ-dn{Wd) =

舍 ~(1+ん)

L3

(46)

(47)

(48)

(49)

(50)

L 3 +  [(U n +  U + L f )  一 | ( 1  +  k ) ( L n m

(51)

(46) ~  (51)式の右辺はすべて表3 に掲け 

られた，直接に観測できる変数と推定された 

んのみが含まれることに注意されたい。
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4 就業分布表の作成と k  

お よ び v ( G ) の推定

1971，1974，1977，1979，1982，1987年の 

『就業構造基本調査報告』および1971年から 

1987年 の 『労働力統計調査報告』を家計単位 

に統合して， 3 種類の家計ベースの集計表 

(以後はこの表を「就業分布表」と呼ぶ）を作 

成し，以上議論された方法で，未知の定数左 

の整合的な領域が求められるか調べることに 

する。

4 . 1 就業分布表の作成

労働市場の順位均衡モデルの基礎資料とし 

て，就業者数に閨する『就業構造基本調査報 

告』 と 『労働力統計調査報告』の観測資料を 

整理し，家計単位の就業者数の雇用， 自営， 

無業の別の分布を6 人口群別に作成した。こ 

れ を 「就業分布表」 と呼ぶことにする。就業 

分布表は，労働の潜在的供給源泉である15歳 

以上の人口群を性別，年齢階層別（若年層は 

15歳〜19歳，壮年層は20歳〜55歳，高年層は56 

歳〜の3 階層）に分類し，さらに，これらの 

人口群を，家計の労働供給理論における概念 

である核所得者と非核所得者に分けた。

雇用については就業している部門分類とし 

て，大規模企業部門，小規模企業部門，官公 

庁の 3 部門に分けた。大規模企業部門，小規 

模企業部門は，おのおの順位均衡モデルの先 

行者部門，続行者部門にに対応する。大規模 

企業部門とは，企業の常用雇用労働者数が 

1000人以上の企業，小規模企業とは，同じく

1000人未満の企業とした。 自営は，農林漁業

自営部門，専門的自営部門，それ以外の都市

自営部門の3 部門に分類した。無業をふくめ

て，これらの従業上の地位は7 部門である。

就業分布表作成の概要は次の通りである。

1 . 世帯主として報告されているものを核所 

得者とした，「就業分布表A 」 と，世帯 

員の中で，最大の時間当たり賃金率の雇 

用機会，あるいは最大の時間当たり所得 

創出率の自営機会に就業する者を核所得 

者 と た 「就業分布表B 」の二通りの表を 

作成した。

2 . 年齢階層は，年齢の項目によって分類し， 

若年層は15歳〜19歳，壮年層は20歳〜55 

歳，高年層は56歳〜の3 階層とし，性別， 

年齢階層別に6 人口群とした。

3 . 産業分類は農林漁業，その他の産業，官 

公庁の別に分類し，官公庁は労働市場の 

順位均衡モデルでは外生とする。

4 . 官公庁を除く，農林漁業，その他の産業 

の別に，就業分布表における従業上の地 

位の細分類（9 分類）を，次のように設 

定した。

雇 用 大 規 模 従業者人員が1000人以上の企業 

に雇用されている者。

雇 用 小 規 模 従業者人員が1000人未満の企業 

に雇用されている者。

自営•内 職 （雇い人なし） 雇い人のいない自 

営業主，あるいは内職者。ただし，専門 

的，管理的職業の者を除く。

家 族 従 業 者 家族に自営業主がいて，その自 

営業主を手伝う者。ただし，年間就業日

—— 229 ( 793)



数が200日未満で，季節的就業または不 

規則的就業の者を除く。

季節的就業の家族従業者年間就業日数が 

200日未満で，季節的就業の家族従業者。

不規則的就業の家族従業者年間就業日数が 

200日未満で，不規則的就業の家族従業 

者。

雇い人のいる自営雇い人のいる自営業主。 

職業は問わない。

専門的自営（雇い人なし） 雇い人のいない 

自営業主で専門的職業の者。

管理的自営（雇い人なし） 雇い人のいない 

自営業主で管理的職業の者。

5 . 労働市場の順位均衡モデルに登場する変 

数と観測値を対応させるための実験計画 

上の分類として，従業上の地位大分類 

( 7分類）を次のように設定する。

雇 用 大 規 模 i J X U ) :従業上の地位の細分 

類 （9 分類）における雇用大規模に同じ。 

核所得者，非核所得者のおのおのについ 

て労働市場の順位均衡モデルに登場する 

変数 U ，U の観測値。

雇 用 小 規 模 ( L pf ，L 》) :従業上の地位の細分 

類 （9 分類）における雇用小規模に同じ。 

同様に変数/ ^  の観測値。

都 市 自 営 （LS，Z^ ) :めぼしい資産保有がほ 

とんどない下で自営業主となっている者。 

同様に変数L% L 3 の観測値。

無 業 ( U p，U n) ：無業の者。ただし，従業上 

の地位の細分類（9 分類）における季節 

的就業，あるいは不規則的就業の家族従 

業者がこの無業者に含まれる可能性もあ 

る。同様に変数U p，U n の観測値。

農林漁業自営（外生）：農林漁業の自営業主。 

農地や山林，漁業権など，有形•無形の 

資産保有があり，この点が上記の都市自 

営とは異なる。

独 立 自 営 （外生）：従業上の地位の細分類 

( 9分類）における雇い人のいる自営や， 

雇い人のいない専門的自営あるいは管理 

的自営がこれに該当する。

官 公 庁 （外生）：官公庁に雇用されている者。

農林漁業自営，専門的自営，官公庁は，労働 

市場の順位均衡モデルでは外生とする。

6 . 農林漁業，その他の産業（官公庁を除く） 

の別に設定した従業上の地位の細分類 

( 9分類）を集計し，従業上の地位大分 

類のうち，大規模企業雇用，小規模企業 

雇用，都市自営，農林漁業自営，専門的 

自営に対応づける作業を行った。これは， 

観測資料である就業分布表の観測値と労 

働市場の順位均衡モデルに登場する変数 

との対応-?'けを指定する実験計画を定め 

る作業である。この対応 *̂、'けの指定は， 

次のケースI からケースIIIの 3 通りを試 

し，おのおのの対応づけの指定において， 

第 3 節で論じたんの有効域が現れるか 

を調べた。ケースI からケースIIIの間で 

互いに異なる点は，従業上の地位大分類 

( 7分類）のうち，農林漁業自営，都市 

自営，無業に対する，細 分 類 （9 分類）

の割り当て方である。

ケース I 農林漁業自営は，農林漁業のすべ 

ての自営業主を含む。都市自営として， 

すべての家族従業者と，非農林漁業の自 

営 業 主 （雇い人なし）を割り当てる。無
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表4 - 1 ：実験計画ケース I

農林漁業 非農林漁業 M業 官公庁

雇用大規模 雇用大規模：U ,  U
雇用小規模 雇用小規模：L pf , L nf
自営•内 職 （雇い人なし） [農林漁業自営]

家族従業者 都市自営 ：L5, L3

季節的就業の家族従業者 

不規則的就業の家族従業者 fe業 ; Up, Un
[官公庁]

雇い人のいる自営 

専門的自営（雇い人なし） 

管理的自営（雇い人なし）

[農林漁業自営] [独立自営]

表4-2 ：実験計画 ケース n

農林漁業 非農林漁業 M m 官公庁

雇用大規模 雇用大規模：L I  U
雇用小規模 雇用小規:莫：L pf , L nf
自営•内 職 （雇い人なし） 

家族従業者

[農林漁業自営]

都市自営：LS.LS

季節的就業の家族従業者 

不規則的就業の家族従業者 無業：u p, u n
[官公庁]

雇い人のいる自営 

専門的自営（雇い人なし） 

管理的自営（雇い人なし）

[農林漁業自営] [独立自営]

表4-3 ：実験計画 ケース HI

農林漁業 非農林漁業 M 業 官公庁

雇用大規模 雇用大規模：U ,  U
雇用小規模 雇用小規f莫：Uf, L}
自営•内 職 （雇い人なし） [農林漁業自営]

家族従業者 都市自営：L pd, L nd
季節的就業の家族従業者 [官公庁]

不規則的就業の家族従業者 _ 業 ：Up, Un
雇い人のいる自営

専門的自営（雇い人なし） [農林漁業自営] [独立自営]

管理的自営（雇い人なし）

業者には，すべての季節的就業および不 

規則的就業の家族従業者を含める。 

ケースn 農林漁業自営は，農林漁業のすべ 

ての自営業主と家族従業者を含む。都市 

自営は，非農林漁業の家族従業者と，非 

農林漁業の自営業主（雇い人なし）とす 

る。無業者は，ケースI に同じ。

ケースD I 農林漁業自営は，ケースI と同様 

に農林漁業のすべての自営業主を含む。 

都市自営は，ケースIIと同様に非農林漁 

業の家族従業者と，非農林漁業の自営業 

主 （雇い人なし）とする。無業者には， 

すべての季節的就業および不規則的就業 

の家族従業者に加え，農林漁業の家族従
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業者も含む。

ケースI 〜ケースIIIにおける従業上の地位 

大 分 類 （7 分類）と 細 分 類 （9 分類）の対応 

をおのおの表4-1から表4-3に示した。表側に 

は従業上の地位細分類（9 分類）が，表頭に 

は有業者については農林漁業，非農林漁業， 

官公庁の別と，無業を掲げた。表中が従業上 

の地位大分類（7分類）を示している。なお， 

表中の力ギ括弧で囲った部分は労働市場の順 

位均衡モデルでは，外生変数とするこを示し， 

内生変数については当該の変数記号を表中に 

添えてある。

4 . 2 左およびレ（G )の推定

1971年から1987年について作成した前項の 

就業分布表A および就業分布表B の各々を 

用いて，ケ ー ス I ，ケ ース II，ケースIIIの実 

験計画を適用した場合に，第 3 項に示された 

んの上限が， の下限よりも上方に現れるか 

を，性 •年齢階層別の6 人口群別に調べた。 

その結果の概要は，表 5 に示されている。表 

5 の表中でX がついている所は，1971年から 

1987年までの年々のk の上限.下限を計算し 

た時，上 限 •下限が逆転した年が1 年以上あ

ったことを不す。また，表 中 に “N.A.”と 

あるのは，観測される人員数が零のところが 

あったために，左の上限.下限の計算が出来 

なかったことを示す。空欄は観測期間中，每 

年のんの上限が下限よりも上方にあること 

を示す。

表 5 を見ると，男子壮年層についてが最も 

厳しく，んの有効域が観測期間すべてに現れ 

たのは，就業分布表A のケースIIIのみであ 

る。就業分布表A では，女子若年層が世帯 

主となっている世帯がまったく無い年もあり， 

んの有効域の計算ができなかった。若年層に 

ついては，男子，女子とも就業分布表B に 

おいて，毎年の左の上限が下限よりも上方 

にあり，んの有効域が現れている。さらに， 

高年層では男子，女子ともんの有効域が現 

れている。以上から，男子壮年層については， 

就業分布表A のケースIIIのみが k の有効域 

を与え，若年層については就業分布表B が 

妥当するようだが，ケースI からケースIIIの 

うちのどれが実験計画として適切であるかの 

基準は，k の上限•下限の大小関係の他に求 

められよう。高年層においてもほぼ同様であ 

る。

男子壮年層において椎ー k の有効域が毎

表 5 ：6 人口群別の実験計画におけるA の有効域

男 子 女 子

若年層 壮年層 高年層 若年層 壮年層 高年層

ケース I X X N.A.

就業分布表A ケースII X X N.A.

ケースIII X N.A.

ケース I X

就業分布表B ケースII X

ケースIII X
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図 3 ：就業分布表A ケースDIの実験計画の下での男子壮年層の未知定数k の領域

年得られた，就業分布表A ケースIIIについ 

て詳しく見ることにする。図 3 には，就業分 

布表A ケースIIIの場合の，男子壮年層の汉， 

B 2, V i , F2の1971〜1987年の毎年について計 

算された値のグラフを示した。 の毎年の 

値 は “b”の文字を用いてプロットされ，B 2 

の値は“c”の文字を用いてプロッ卜されてい 

る。同様に， K の每年の値は“u”の文字を 

用いてプロットされ， F2の値は“ v”の文字 

を用いてプロットされている。図には左の 

下限であるB u B 2のうちの上方に位置する 

点と，上限である Vi,F2のうちの下方に位 

置する点とを結ぶ水平な線分が描かれている。 

んの有効域は，図の横軸原点を通る垂線が， 

それら水平線分を縦に切る右側の部分である。 

図 3 を見ると， k の上限が正の領域にに現れ， 

k の有効域が観測期間の各年に存在している

ことがわかる。

表 6 には，就業分布表A ケ一スIIIの場合 

の，男子壮年層の凡战，R  F2の値を示す。

表 7 には，表 6 に掲げられたんの上限 

y2のうち小さい方の値と，汉，5 2の値がす 

ベて負であることから，左の下限として0 を 

用い， （37)， (39) 式を適用して計算した男 

子壮年層のレ(G) ,リ( G f ) の下限•上限を示し 

た。これらを見ると，男子壮年層のレ( G )， 

リ( G / ) の下限•上限の間の幅は狭く，今のと 

ころ良好な結果と見て良いであろう。

他方，表 5 に見るように，若年層では男 

子 •女子とも就業分布表A が妥当せず，就業 

分布表B においては，ケ'— ス I ~ ケ■— スIII 

のいずれにおいてもんの有効域が毎年現れ 

る。今のところ，これら実験計画のうち，い 

ずれが良いかを判断する基準は，毎年計算さ
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表 6 : 就業分布表A ケースDIの実験計画の下での

男子壮年層の未知定数k の領域の下限•上限

年
んの下限 んの上限

B ' b 2 U, Ul
1971 一 0.3525 -0.1935 0.0250 0.0237

1972 -0.3615 -0.2047 0.0266 0.0154

1973 -0.3976 一 0.1857 0.0237 0.0010

1974 -0.3742 -0.1539 0.0227 0.0233

1975 -0.3981 -0.1863 0.0269 0.0113

1976 -0.4108 -0.1652 0.0325 0.0263

1977 -0.3926 -0.1391 0.0287 0.0297

1978 -0.4125 一 0.1674 0.0343 0.0338

1979 -0.4407 -0.1183 0.0258 0.0321

1980 -0.4511 -0.1346 0.0293 0.0330

1981 一 0.4539 -0.1220 0.0343 0.0441

1982 一 0.4380 一 0.0962 0.0286 0.0363

1983 一 0.4458 -0.1090 0.0336 0.0411

1984 一 0.4453 -0.1082 0.0334 0.0390

1985 -0.4599 -0.0949 0.0324 0.0483

1986 一 0.4574 -0.0908 0.0323 0.0508

1987 —  0.4411 -0.0635 0.0266 0.0422

表 7 : 就業分布表A ケースmの実験計画の下での

男 子 壮 年 層 の u(Gf ) の下限•上限

年 レ( G 0下 限 v(Gt) 上 限 v(Gf) 下 限 レ(G/ )上 限

1971 0.2627 0.2689 0.8594 0.8798

1972 0.2519 0.2558 0.8587 0.8719

1973 0.2468 0.2471 0.8700 0.8709

1974 0.2532 0.2590 0.8721 0.8919

1975 0.2417 0.2444 0.8697 0.8795

1976 0.2402 0.2466 0.8670 0.8898

1977 0.2468 0.2539 0.8652 0.8900

1978 0.2267 0.2344 0.8615 0.8906

1979 0.2433 0.2496 0.8756 0.8982

1980 0.2351 0.2420 0.8707 0.8962

1981 0.2314 0.2394 0.8655 0.8952

1982 0.2386 0.2455 0.8757 0.9007

1983 0.2436 0.2517 0.8730 0.9023

1984 0.2487 0.2569 0.8754 0.9046

1985 0.2431 0.2509 0.8764 0.9048

1986 0.2387 0.2464 0.8777 0.9060

1987 0.2391 0.2455 0.8884 0.9120
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れるんの上限が下限よりも上方にあること 

である。若年層について言えることは，就業 

分布表 B にケ一ス I ~ ケ一ス IIIのいずれの 

実験計画もこの基準を通過してしまい，この 

基準だけではいずれの実験計画を適用すべき 

かの決め手を欠くことになる。さらに高年層 

については，男子•女子ともに就業分布表 

A , 就業分布表 B のいずれについてもすべ 

ての実験計画において毎年の k の上限が下 

限よりも上方にあるので，若年層の場合と同 

様に，いずれの実験計画を採用すべきかの決 

め手を欠いているのである。これらの結果に 

ついては，より詳細な検討を要するであろう 

し，労働市場の順位均衡モデル全-体により先 

験的に要請される他の条件により実験計画を 

取捨選択する必要があろう。

(経済学部助教授）

參 考 文 献

[ 1 ] Keynes, J.M. (1936); The General 
Theory of Employment, Interest and 
Money, London: M acmillan. (塩野谷裕

一 訳 『雇用•利子および貨幣の一般理論j 
ケインズ全集7 ，東洋経済新報社，1983)

[ 2 ] Obi, K . (1983); “A Model of Continu­
ally Heterogeneous Labor M arket," 
Keio Economic Observatory Discussion 
P a p er ,慶應義塾大学産業研究所.

[ 3 ] Obi, K .(1993); “An Equilibrium Model 
of Continually Heterogeneous Labor 
M arket,” a proceeding presented a t The 
International Symposium on Economic 
Modeling, Athens 1993.

[ 4 ] 小尾恵一郎（1969) ；「臨界核所得分布 

による勤労家計の労働供給の分析」『三田 

学会雑誌』第62巻， 1 号，pp.17-45.
[ 5 ] 小尾恵一郎（1978) ；「労働市場のモデ 

ノレ」『三田学会雑誌』第71卷 4 号，pp.l- 
31.

[ 6 ] 小尾恵一郎（1983) ;「ケインズー般理 

論における失業の計測と賃金較差形成機 

構」『三田学会雑誌』第76巻 4 号，pp.93- 
115.

[ 7 ] 小 尾 恵 一 郎 ，中島隆信，宮内環 

(1989) ；「重層的市場均衡の概念による労 

働市場の分析」『三田商学研究』32巻 1 号， 

pp.160-192.
[ 8 ] 小尾恵一郎，宮 内 環 （1998) ；『労働市 

場の順位均衡』東洋経済新報社.
[ 9 ]  ZffiO研 究 会 （1992) ；「労働時間短縮 

の経済効果」『調査研究報告書』No.23， 
日本労働研究機構.

235 ( 799)


